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招集ご通知

証券コード　3190
2022年６月６日

株　主　各　位
宮城県仙台市太白区西多賀四丁目４番17号

株 式 会 社 ホ ッ ト マ ン
取締役社長 伊 藤 　 信 幸

１．日 時 2022年６月27日（月曜日）午前11時

２．場 所 宮城県仙台市宮城野区榴岡四丁目１番５号

仙台ガーデンパレス　２階　鳳凰

　本年は、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年より

大幅に減少致します。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございま

す。予めご了承のほど、よろしくお願い申しあげます。

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第48期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び計算書類報

告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第48回定時株主総会を下記により開催致しますので、ご通知申しあげ

ます。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、本株主総会につきましては、適切な感染予防策を実施

させていただいたうえで、開催させていただくことと致しました。

　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛

否をご表示いただき、2022年６月24日（金曜日）午後６時までに到着するようご返送下さいますよう

お願い申しあげます。
敬　具

記

以　上
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招集ご通知

（株主の皆様へのお願い）

・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、新型コロナウイルス感染拡大

防止に関わる対応を更新する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト（アドレ

ス　http://www.yg-hotman.com/）より、発信情報をご確認下さいますよう、併せてお願い申し

あげます。

・会場受付付近で、株主の皆様のためのアルコール消毒液を配備致します。ご出席の際は、マスク

の持参・着用をお願い申しあげます。

・会場受付で、発熱または倦怠感、咳などの症状がないかの確認をさせていただき、体調不良と思

われる方は入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただき

ます。

・本株主総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する観点から、

議場における報告事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきま

す。ご出席の際は、事前に招集通知にお目通しいただきますようお願い申しあげます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお

願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参下さいますようお願い

申しあげます。

◎当日は、些少ながら当社で営業開始したシャトレーゼのお菓子をお土産としてご用意しておりま

す。ただし、席数同様、数量に限りがあるため、お帰りの際にお渡しとなります。また、ご持参

の議決権行使書用紙の枚数に関わらず、ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきま

す。予めご了承いただきますよう、よろしくお願い申しあげます。

◎株主懇親会は予定しておりません。また、会場内の写真撮影並びに録音等につきましては、禁止

とさせていただいておりますので、予めご了承いただきますよう、よろしくお願い申しあげま

す。

◎本招集ご通知の内容は、早期に情報をご提供する観点から、発送に先立って当社ウェブサイト

（アドレス　http://www.yg-hotman.com/）に掲載致しました。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（アドレス　http://www.yg-hotman.com/）に掲載させていただきます。
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当事業年度の事業の状況

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当事業年度における我が国の経済環境は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響に

より、引き続き厳しい状況で推移致しました。半導体・部品供給不足の解消や原材料価格の

高騰等の収束が見通せないことをはじめ、ロシアによるウクライナ侵攻及びロシアに対する

各国政府の経済制裁による影響を受け、これまでにも増して先行きが不透明の状況で推移致

しました。

　当社におきましても、2021年８月及び９月に宮城県内のTSUTAYA及びコメダ珈琲店が時短要

請を受け営業時間の短縮を実施したこと、全国的な同感染症の感染拡大もあり、個人消費動

向は大きく低下したものと感じております。時短要請対象外のイエローハット事業、アップ

ガレージ事業においても、趣味嗜好品を中心とした個人消費の低迷、販売単価の減少等もあ

り、厳しい状況で推移致しました。また、2022年３月に発生した福島県沖地震（以下、「地

震」という。）により、福島県、宮城県及び岩手県の店舗において復旧のための休業や商品

等の破損もあり、厳しい状況となっております。

　そのような環境の中、会社方針に『先手必勝』を掲げ、車検予約獲得への注力、会員獲得

等々、先手の営業施策を実施し、「来店客数の維持による売上総利益額の確保」の実現に向

け、全社一丸となって取り組んで参りました。

　2021年６月に宮城県多賀城市にダイソー多賀城店、同年７月に岩手県北上市にイエローハ

ット北上インター店を新規出店致しました。当事業年度末の店舗数は、イエローハットが90

店舗（前事業年度末比１店舗増）、TSUTAYAが９店舗、アップガレージが８店舗、カーセブン

が３店舗、ダイソーが５店舗（前事業年度末比１店舗増）、宝くじ売場が５店舗、コメダ珈

琲店が１店舗の合計121店舗（前事業年度末比２店舗増）となっております。

　この結果、当事業年度の経営成績は、売上高は20,891百万円となり、前事業年度比457百万

円（前事業年度比2.1％減）の減収となりました。経常利益につきましては514百万円とな

り、前事業年度比146百万円（前事業年度比22.2％減）の減益となりました。当期純利益は

265百万円となり、前事業年度比75百万円（前事業年度比22.2％減）の減益となりました。減

収減益の要因は主として、TSUTAYA事業における巣籠需要の反動及び時短要請による営業時間
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当事業年度の事業の状況

の短縮、全事業における特別定額給付金支給に伴う需要増の反動影響及び新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大による客数減少等による売上高の減少、並びに主たる事業のイエローハ

ット事業において、2022年３月の降雪及び地震による休業に伴い高粗利の夏タイヤ販売が低

調であったこともあり、経費削減により販管費は減少したものの粗利額の減益により、営業

利益、経常利益及び当期純利益は減益となっております。

セグメント別の業績は次の通りであります。

[イエローハット]

当社の主たる事業であるイエローハット事業におきましては、2021年７月に岩手県北上市

にイエローハット北上インター店を出店致しました。

既存店においては、車検等カーメンテナンスへの注力により、粗利率は向上したものの、

前事業年度の特別定額給付金支給に伴う需要増の反動影響及び新型コロナウイルス感染症の

感染拡大による販売単価の減少等並びに国内の新車販売台数の減少もあり、タイヤやドライ

ブレコーダー等の需要減があったこと、2022年３月にはタイヤ値上前の特需を期待しており

ましたが、降雪及び地震等の影響により低調に推移致しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高16,405百万円（前事業年度比3.0％減）、セグメ

ント利益（営業利益）は725百万円（前事業年度比13.6％減）となっております。

[TSUTAYA]

TSUTAYA事業におきましては、前事業年度の巣籠需要及び特別定額給付金支給に伴う需要

増の反動影響及び時短要請による営業時間の短縮等によりゲームや書籍等の需要が減少や、

地震により散乱した商品の復旧に時間を要したこともあり、低調に推移致しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高2,210百万円（前事業年度比10.3％減）、セグメ

ント損失（営業損失）は79百万円（前事業年度は８百万円のセグメント利益（営業利益））

となっております。

[アップガレージ]

アップガレージ事業におきましては、2021年９月まではイエローハット事業同様に低調に

推移して参りましたが、カー用品の買取については、月を追うごとに緩やかに件数増加があ

り、商品の充足と共に売上高は回復し、好調に推移致しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高976百万円（前事業年度比3.1％増）、セグメント

利益（営業利益）は48百万円（前事業年度比3.4％増）となっております。

[その他]

その他事業におきましては、2021年６月に宮城県多賀城市にダイソー多賀城店を出店致し

ました。

ダイソー事業においては、既存店の安定化及び増店により売上高は好調に推移致しまし

た。
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当事業年度の事業の状況

カーセブン事業は、カーディーラーの新車販売の低迷により、中古車市場が好調であった

こともあり、好調に推移致しました。

コメダ事業は、2021年７月まで及び10月以降は好調に推移したものの、同年８月及び９月

に時短要請による営業時間の短縮を実施したことにより、低調に推移致しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高1,298百万円（前事業年度比27.6％増）、セグメ

ント利益（営業利益）は117百万円（前事業年度比35.0％増）となっております。

② 設備投資の状況

　当事業年度中において実施致しました設備投資の総額は566百万円（建設仮勘定を除く）で

あり、セグメントごとの設備投資について示すと、次の通りであります。

　なお、無形固定資産への投資額につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。

ａ. イエローハット

　当事業年度の主な設備投資は、イエローハット原町店の移転に伴う土地の取得及びイエ

ローハット北上インター店の新規出店に関わる建物や工具、器具及び備品の取得を行った

ものであり、その総額は403百万円であります。

　なお、重要な除却又は売却はありません。

ｂ. TSUTAYA

　当事業年度の主な設備投資は、TSUTAYAやまとまち店の改修に関わる工具、器具及び備品

の取得を行ったものであり、その総額は12百万円であります。

　なお、重要な除却又は売却はありません。

ｃ. アップガレージ

　当事業年度の主な設備投資は、アップガレージ名取店の改修に関わる建物や各店の工

具、器具備品の取得を行ったものであり、その総額は９百万円であります。

ｄ. その他

　当事業年度の主な設備投資は、ダイソー多賀城店の新規出店及びカーセブン仙台柳生店

の移転に関わる建物や工具、器具及び備品の取得を行ったものであり、その総額は127百万

円であります。

③ 資金調達の状況

　当事業年度中、当社の所要資金として金融機関より、長期借入金600百万円の調達を行って

おります。
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財産及び損益の状況

区 分
第 45 期

(2019年３月期)
第 46 期

(2020年３月期)
第 47 期

(2021年３月期)

第 48 期
(当事業年度)
(2022年３月期)

売 上 高 (千円) 21,041,640 21,216,917 21,348,977 20,891,452

経 常 利 益 (千円) 732,702 637,724 660,961 514,317

当 期 純 利 益 (千円) 376,235 275,826 341,540 265,564

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 53.33 39.09 48.41 37.64

総 資 産 (千円) 14,063,449 14,530,825 15,594,532 15,464,200

純 資 産 (千円) 6,343,084 6,562,264 6,894,488 6,917,762

１株当たり純資産額 (円) 899.03 930.09 977.18 980.48

(2) 財産及び損益の状況

当社の財産及び損益の状況

（注）１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

３．第45期の当期純利益が前事業年度に比べて増加した理由は、イエローハット事業を中心とした利益

率向上施策による利益率の改善等によるものであります。

４. 第46期の当期純利益が前事業年度に比べて減少した理由は、新規出店店舗に関わる費用増加と第４

四半期の暖冬及び新型コロナウイルスの感染拡大により、客足が鈍化し、冬季用品、カーメンテナ

ンスサービス及び趣味嗜好品等高粗利商品の需要が低迷したことによるものとなっております。

５. 第47期の当期純利益が前事業年度に比べて増加した理由は、主たる事業であるイエローハット事業

は新型コロナウイルス感染症の感染拡大による節約志向により低迷したものの、同感染症の影響に

より巣籠需要が増加しTSUTAYA事業においてそれを補完したため売上高は増加及び費用面において

人件費や広告宣伝費等の経費は削減できたことによるものとなっております。

６．第48期（当事業年度）の当期純利益が前事業年度に比べて減少した理由は、TSUTAYA事業における

巣籠需要の反動及び時短要請による営業時間の短縮、全事業における特別定額給付金支給に伴う需

要増の反動影響及び新型コロナウイルス感染症の感染拡大による客数減少等による売上高の減少、

並びに主たる事業のイエローハット事業において、2022年３月の降雪及び地震による休業に伴い高

粗利の夏タイヤ販売が低調であったこともあり、経費削減により販管費は減少したものの粗利額の

減益により、営業利益、経常利益及び当期純利益は減益となっております。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の

期首から適用しており、当事業年度の売上高が19,905千円増加、販売費及び一般管理費は22,368千

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ2,463千円減少しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　当社に親会社はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

③ その他の重要な企業結合等の状況

㈱イエローハットは、当社の議決権を15.59％所有しており、当社は同社の持分法適用の関

連会社であります。

(4) 対処すべき課題
　当社は、カー用品販売を行うイエローハットを中心に店舗展開をする小売が主となる企業であ
ります。開発投資等がないことから、事業上の課題は財務上の課題とリンクしております。
　当社を取り巻く経営環境として、主たる事業であるイエローハット事業では、10月から12月に
販売がピークになるスタッドレスタイヤ等季節用品の販売による売上高は、他の四半期に比べ著
しく高く、通期業績には、同期間の季節用品の販売動向が大きく影響致します。
これら季節用品は、暖冬か厳冬か、降雪があるか、積雪が程よくあるか等々の天候により販売数
が増減致します。今後の天候を先読みするのは困難ですが、地球温暖化による暖冬の頻度は上昇
するものと捉えております。
　そのような環境の中、当社は新型コロナウイルスの終息までの間、社員の生活を守ることを最
優先に、利益額の確保策を、全社をあげて実施して参ります。
　具体的には、イエローハット事業では、中長期的に各店舗月間車検獲得50台以上を目指すと共
に、自動車整備士の増員をはかって参ります。その他の事業においても、高粗利商品販売の取組
を実施し、労働分配率の引き下げを目指し、商品在庫構成を流行や需要に合わせアップデートし
つつ、スタッフの精鋭化を実施して参ります。

企業価値を高めるため、以下の課題は継続的に実施して参ります。
①　当社の経営理念「他人（ひと）のしあわせが　自分のしあわせ」を実現するために、商売の
基本を徹底して参ります。主なものとしては、整理・整頓・清掃・清潔・躾・先手の挨拶を総
称した「６Ｓ」の徹底を行い、「気付き」を養うことで、接客対応の向上を目指して参りま
す。そうした取り組みにより、安定した顧客作りや内部体制の強化をはかって参ります。

②　当社は、人材確保及び人材育成に関しても、重要な課題と捉えております。少子高齢化と地
方における自家用車の保有台数のギャップ（若年層は減少、保有台数はあまり変動していな
い）がますます大きくなると予想しており、人材確保は社を挙げて注力しております。
また、女性の戦力化にも取り組んで参る所存です。当社における女性幹部社員の状況は、課長
職２名、店長職２名、副店長職５名となっております。中長期的な取り組みとして、女性社員
の教育に注力し、幹部社員としての活躍の場を広げて参ります。
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主要な事業内容

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
　当社は、㈱イエローハット、㈱TSUTAYA等のフランチャイザー本部とフランチャイズ契約を締
結し、フランチャイジーとして、カー用品販売・取付・車検・整備等の「イエローハット」、
ＤＶＤ・ＣＤ等のレンタル・販売の「TSUTAYA」、自動車小売・買取の「カーセブン」、中古カ
ー用品の買取・販売の「アップガレージ」、ダイソー商品販売の「ザ・ダイソー」、コーヒー
ショップの「コメダ珈琲店」を運営しております。また、宝くじの販売等を行う「宝くじ売
場」を運営しております。
　なお、2022年３月31日現在開店準備中の「シャトレーゼ」は、フランチャイジーとして、洋
菓子、和菓子、ワイン等々を販売する店舗となり、同年４月１日より運営開始致します。
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主要な事業内容

事 業 セグメント区分 事 業 内 容

イエローハット イエローハット
カー用品販売・取付・車検・整備等

（一部レンタカーの取扱）

TSUTAYA TSUTAYA ＤＶＤ・ＣＤ・書籍等のレンタル・販売

アップガレージ アップガレージ
中古カー用品の買取・販売等

（一部新品カー用品の取扱）

カーセブン その他 自動車小売・買取

ダイソー その他 ダイソー商品販売

コメダ その他 コーヒーショップ

シャトレーゼ その他 菓子等販売

宝くじ その他 宝くじの販売等

不動産賃貸 その他 不動産賃貸業務

事 業 長野地区 茨城地区 栃木地区 福島地区 宮城地区 岩手地区 秋田地区 合 計

イエローハット 12 16 2 13 32 15 － 90

TSUTAYA － － － － 7 2 － 9

アップガレージ － － － 2 4 1 1 8

カーセブン － － － － 3 － － 3

ダイソー － － － － 4 1 － 5

コメダ － － － － 1 － － 1

宝くじ － － － － 5 － － 5

合計 12 16 2 15 56 19 1 121

　セグメント区分との関連は、次の通りであります。

　2022年３月31日現在で出店している店舗数は121店舗であり、主たる事業は「イエローハッ
ト」（店舗数90店舗）ですが、イエローハット事業以外にも様々な事業のフランチャイズ契約を
締結し、「メガフランチャイジー」を志向しております。
　当社の主たる出店地域は東北地区であり、福島県、宮城県、岩手県を中心に出店しているほ
か、長野県、茨城県、栃木県、秋田県にも展開しております。
　各地区における店舗数は以下の通りであります。
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

イエローハット飯田店 長野県飯田市 イエローハット水戸南店 茨城県茨城郡

イエローハット伊那店 長野県伊那市 イエローハット水戸中央店 茨城県水戸市

イエローハット諏訪インター店 長野県茅野市 イエローハットひたちなか店 茨城県ひたちなか市

イエローハット岡谷店 長野県岡谷市 イエローハット常陸太田店 茨城県常陸太田市

イエローハット松本村井店 長野県松本市 イエローハット常陸大宮店 茨城県常陸大宮市

イエローハット松本並柳店 長野県松本市 イエローハット日立店 茨城県日立市

イエローハット安曇野店 長野県安曇野市 イエローハット高萩店 茨城県高萩市

イエローハット上田原店 長野県上田市 イエローハット北茨城中郷店 茨城県北茨城市

イエローハット川中島店 長野県長野市 イエローハット城南店 栃木県小山市

イエローハット長野東和田店 長野県長野市 イエローハット宇都宮南店 栃木県宇都宮市

イエローハット若槻店 長野県長野市 イエローハット西若松店 福島県会津若松市

イエローハット須坂店 長野県須坂市 イエローハット会津インター店 福島県会津若松市

イエローハット鹿島店 茨城県鹿嶋市 イエローハット喜多方関柴店 福島県喜多方市

イエローハット藤代６号バイパス店 茨城県取手市 イエローハット須賀川東店 福島県須賀川市

イエローハット竜ヶ崎中根台店 茨城県龍ヶ崎市 イエローハットフェスタ郡山店 福島県郡山市

イエローハット石岡店 茨城県石岡市 イエローハット田村店 福島県田村市

イエローハット下妻店 茨城県下妻市 イエローハット二本松油井店 福島県二本松市

イエローハット総和店 茨城県古河市 イエローハット本宮戸崎店 福島県本宮市

イエローハット下館店 茨城県筑西市 イエローハット福島南町店 福島県福島市

イエローハット友部店 茨城県笠間市 イエローハット福島御山店 福島県福島市

(6) 主要な事業所等（2022年３月31日現在）

① 本社

宮城県仙台市太白区西多賀四丁目４番17号

② イエローハット事業
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

イエローハット伊達保原店 福島県伊達市 イエローハット吉岡店 宮城県黒川郡

イエローハット原町店 福島県南相馬市 イエローハット加美中新田店 宮城県加美郡

イエローハット相馬店 福島県相馬市 イエローハット古川店 宮城県大崎市

イエローハット白石店 宮城県白石市 イエローハット涌谷店 宮城県遠田郡

イエローハット角田店 宮城県角田市 イエローハット築館店 宮城県栗原市

イエローハット大河原店 宮城県柴田郡 イエローハット登米南方店 宮城県登米市

イエローハット岩沼店 宮城県岩沼市 イエローハット佐沼店 宮城県登米市

イエローハット名取南店 宮城県名取市 イエローハット石巻大街道店 宮城県石巻市

イエローハット名取店 宮城県名取市 イエローハット石巻店 宮城県石巻市

イエローハット長町インター店 宮城県仙台市 イエローハット気仙沼店 宮城県気仙沼市

イエローハット南仙台店 宮城県仙台市 イエローハット一関店 岩手県一関市

イエローハット西多賀店 宮城県仙台市 イエローハット水沢店 岩手県奥州市

イエローハット仙台やまとまち店 宮城県仙台市 イエローハット江刺店 岩手県奥州市

イエローハット仙台バイパス店 宮城県仙台市 イエローハット北上店 岩手県北上市

イエローハット仙台六丁の目店 宮城県仙台市 イエローハット北上インター店 岩手県北上市

イエローハット東仙台店 宮城県仙台市 イエローハット遠野店 岩手県遠野市

イエローハット宮城インター店 宮城県仙台市 イエローハット花巻店 岩手県花巻市

イエローハット長命ヶ丘店 宮城県仙台市 イエローハット盛岡南店 岩手県盛岡市

イエローハット泉加茂店 宮城県仙台市 イエローハット盛岡バイパス店 岩手県盛岡市

イエローハット八乙女店 宮城県仙台市 イエローハット盛岡インター店 岩手県盛岡市

イエローハット泉バイパス店 宮城県仙台市 イエローハット盛岡北店 岩手県盛岡市

イエローハット多賀城店 宮城県多賀城市 イエローハット二戸店 岩手県二戸市

イエローハット利府店 宮城県宮城郡 イエローハット大船渡店 岩手県大船渡市

イエローハットしおがま店 宮城県塩釜市 イエローハット宮古店 岩手県宮古市

イエローハット富谷店 宮城県富谷市 イエローハット久慈店 岩手県久慈市
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

TSUTAYA仙台荒井店 宮城県仙台市 TSUTAYA涌谷店 宮城県遠田郡

TSUTAYAやまとまち店 宮城県仙台市 TSUTAYA築館店 宮城県栗原市

TSUTAYA新田東店 宮城県仙台市 TSUTAYA一関店 岩手県一関市

TSUTAYA利府店 宮城県宮城郡 TSUTAYA水沢店 岩手県奥州市

TSUTAYA古川バイパス店 宮城県大崎市

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

アップガレージ会津インター店 福島県会津若松市 アップガレージ仙台八乙女店 宮城県仙台市

アップガレージ二本松店 福島県二本松市 アップガレージ石巻店 宮城県石巻市

アップガレージ仙台名取店 宮城県名取市 アップガレージ盛岡インター店 岩手県盛岡市

アップガレージ仙台店 宮城県仙台市 アップガレージ秋田店 秋田県秋田市

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

カーセブン大河原店 宮城県柴田郡 ザ・ダイソー水沢店 岩手県奥州市

カーセブン仙台柳生店 宮城県仙台市 コメダ珈琲店利府店 宮城県宮城郡

カーセブン古川店 宮城県大崎市 宝くじ売場　岩沼店 宮城県岩沼市

ザ・ダイソー角田店 宮城県角田市 宝くじ売場　西多賀店 宮城県仙台市

ザ・ダイソー仙台柳生店 宮城県仙台市 宝くじ売場　宮城インター店 宮城県仙台市

ザ・ダイソー多賀城店 宮城県多賀城市 宝くじ売場　多賀城店 宮城県多賀城市

ザ・ダイソー古川バイパス店 宮城県大崎市 宝くじ売場　しおがま店 宮城県塩釜市

③ TSUTAYA事業

④ アップガレージ事業

⑤ その他事業
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項、株式の状況

従 業 員 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

928（195）人 37.3歳 11.1年

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数

イエローハット 839 （37）人

TSUTAYA 18 （87）

アップガレージ 40 （12）

その他 13 （56）

管理部門（共通） 18 （3）

合　　　計 928 （195）

(7) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

（注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、年間の平均人員の小数

点以下第１位を四捨五入し（　）外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 1,500,000千円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 300,000

株 式 会 社 仙 台 銀 行 300,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 296,668

株 式 会 社 青 森 銀 行 296,668

株 式 会 社 秋 田 銀 行 246,666

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 220,000

株 式 会 社 岩 手 銀 行 200,000

株 式 会 社 山 形 銀 行 196,666

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 165,000

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項、株式の状況

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

株式会社東京証券取引所よりご承認いただき、2022年４月４日付で、当社株式は東京証券取引

所ジャスダック市場から同取引所スタンダード市場に変更致しました。

(1) 発行可能株式総数 15,000,000株

(2) 発行済株式の総数 7,275,500株（自己株式220,000株を含む。）

(3) 株主数 7,136名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

伊 藤 信 幸 1,128千株 15.99％

株 式 会 社 イ エ ロ ー ハ ッ ト 1,099 15.59

ホ ッ ト マ ン 従 業 員 持 株 会 657 9.31

株 式 会 社 幸 栄 企 画 350 4.96

ブリヂストンタイヤソリューションジャパン株式会社 250 3.54

株 式 会 社 ヨ コ ハ マ タ イ ヤ ジ ャ パ ン 250 3.54

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 160 2.27

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 150 2.13

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 150 2.13

株 式 会 社 日 専 連 ラ イ フ サ ー ビ ス 125 1.77

２. 株式の状況（2022年３月31日現在）

(4) 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を220千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 伊 藤 信 幸

専 務 取 締 役 柳 田 　 聡 営業本部長

取 締 役 山 﨑 克 宏 営業副本部長

取 締 役 伊 藤 忠 行 管理本部長

取 締 役 金 濱 明 雄 株式会社エフピーライン　代表取締役

常 勤 監 査 役 早 坂 英 男 株式会社北日本車検整備工場　監査役

監 査 役 鈴 木 秀 総
おおさき総合法律会計事務所

株式会社中央会計企画　代表取締役

監 査 役 永 山 雅 敏

３. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役金濱明雄氏は、社外取締役であります。

２. 監査役鈴木秀総氏及び永山雅敏氏は、社外監査役であります。

３. 取締役金濱明雄氏は金融機関の出身者、監査役鈴木秀総氏は公認会計士の資格を有しており、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４. 当社と重要な兼職先との関係は、次の通りであります。

㈱北日本車検整備工場は、当社の子会社であります。

５. 当社は、取締役金濱明雄氏、監査役鈴木秀総氏及び監査役永山雅敏氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役並びに各監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法

令に定める要件に該当する場合には、法令の定める最低責任限度額を限度として、賠償責任を

限定するものとする契約を締結しております。
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会社役員の状況

(3) 補償契約の内容の概要等

　当社は、取締役 伊藤信幸氏、柳田聡氏、山﨑克宏氏、伊藤忠行氏、金濱明雄氏、監査役 早坂

英男氏、鈴木秀総氏及び永山雅敏氏との間で、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を

締結しており、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補

償することとしております。ただし、当該補償契約によって会社役員の職務の執行の適正性が損

なわれないようにするため、罰金、課徴金及び役員が会社に対して支払う損害賠償金が発生した

場合には補償の対象としないこととしております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は記名法人の役員（取締役）であり、被保険者

は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が会社役員としての業務につき行

った行為に起因して、保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害が塡

補されることとなります。

(5) 取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる

決定方針を決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決

定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確

認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次の通りです。

ａ. 基本報酬に関する方針

　原則として各人の役職、在勤年数等を総合的に勘案し、株主総会で決議された範囲内で取締

役会において協議のうえ、個々の配分額を決定しております。

ｂ. 業績連動報酬等に関する方針

　原則としてありません。

ｃ. 非金銭報酬等に関する方針

　原則としてありません。

ｄ. 報酬等の割合に関する方針

　取締役会において協議のうえ、個々の配分額を決定しております。
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区 分
対 象 と な る
役 員 の 員 数

（人）

報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

基 本 報 酬
役 員 退 職 慰 労
引 当 金 繰 入 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5
（1）

57,598
（600）

53,400
（600）

4,198
（－）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

7,389
（1,800）

7,200
（1,800）

189
（－）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

8
（3）

64,987
（2,400）

60,600
（2,400）

4,387
（－）

ｅ. 報酬等の付与時期や条件に関する方針

・基本報酬　毎月付与しております。

・退職慰労金　株主総会の決議を経て最後の基本報酬付与後に付与しております。

ｆ. 報酬等の決定の委任に関する事項

原則としてありません。

ｇ. 上記のほか報酬等の決定に関する事項

・取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会決議により決定しております。

・役員賞与は、原則としてありません。

・役員退職慰労金は、規則に従い算定し、株主総会の決議を経て取締役退任時に支給致しま

す。なお本慰労金は常勤者に支給することと致します。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 当事業年度末の取締役の員数は５名（うち社外取締役は１名）、監査役の員数は３名（うち社外

監査役は２名）であります。

２. 取締役の金銭報酬の額は、2014年１月15日開催の臨時株主総会において年額200百万円以内と決議

しております。（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）当該株主総会終結時点の取締

役の員数は、５名（うち、社外取締役は１名）です。

３. 監査役の金銭報酬の額は、2014年１月15日開催の臨時株主総会において年額30百万円以内と決議

しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

ハ. 社外役員が当社の子会社から受けた役員報酬等の総額

該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び

期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 金 濱 明 雄

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席致しました。

コンプライアンス等の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための助言・提案を行っております。

出席状況、発言状況及び

監 査 役 鈴 木 秀 総

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回（94.1％）に出席、監

査役会17回のうち16回（94.1％）に出席致しました。

当社の財務並びにその計画について意見を述べるなど、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、

監査役会においても、同様に適宜発言を行っております。

監 査 役 永 山 雅 敏

当事業年度に開催された取締役会、監査役会17回全てに出席致しまし

た。

主に営業施策等に関する意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会に

おいても、同様に適宜発言を行っております。

(6) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役金濱明雄氏は、㈱エフピーラインに所属しております。当社と兼職先との間には特

別の関係はありません。

　監査役鈴木秀総氏は、おおさき総合法律会計事務所及び㈱中央会計企画に所属しておりま

す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

② 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員との親族関係

　該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

・社外取締役

・社外監査役
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内　　　　容 報 酬 等 の 額

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の

額
25,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500

４. 会計監査人の状況
(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確にしておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査

人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい

て同意の判断を致しました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定致します。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任致します。この場合、監査役会が選定した監査

役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報

告致します。

　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求

し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定致します。
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５. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容

　会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の概要は以下の

通りであります。

ａ. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役は、コンプライアンスの確立が経営の根幹であることを深く自覚し、コンプライアン

スに関する諸規程を率先して誠実に遵守する。また、『法令及び定款もしくは社内規程に違

反する行為又は不正な行為（以下、「法令等違反行為」という。）』に対する取締役及び使

用人の懲戒等の厳正化により、取締役及び使用人一人ひとりの自覚・自律性を高め、コンプ

ライアンスの徹底をはかることとする。

・管理本部は、各部門のコンプライアンス活動を指導し、内部監査室は、各部門との連携を通

じて、内部監査の実効性を確保する。

・当社の業務が適正に行われているか否かを、効果的かつ継続的にモニタリングするために、

内部監査室を設置し、内部監査を実施する。

・社内における、組織又は個人による法令等違反行為に関する相談・通報を受け付ける社内通

報制度を設置する。

・取締役は、重大な法令等違反行為に関する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査役に

報告すると共に、遅滞なく取締役会において報告する。

使用人が重大な法令等違反行為に関する重要な事実を発見した場合には、直ちに管理本部長

に報告し、管理本部長は直ちに監査役に報告すると共に、遅滞なく取締役会において報告す

る。

・管理本部は、内部監査室と連携し、当社における法令等違反行為の原因究明、再発防止策の

策定及び情報開示に関する審議を行い、その結果を踏まえて営業本部と連携し、再発防止策

の展開等の活動を推進する。

・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断すると共に、これ

ら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とし

た態度で対応する。

ｂ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行の適正に対する事後的なチェックを可能にすることを目的として、取締

役会議事録等の取締役の職務執行に係る文書を社内規則に則り保存及び管理する。

・取締役及び使用人の職務に関する各種の文書、帳票類等については、適用ある法令及び「文

書取扱規程」に基づき適切に作成、保存、管理する。
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・株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、事業運営上の重要事項に関する決裁書

類など取締役の職務の執行に必要な文書については、取締役及び監査役が常時閲覧すること

ができるよう検索可能性の高い方法で保存、管理する。

・個人情報については、法令及び「個人情報保護規程」に基づき厳重に管理する。

ｃ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・営業本部及び管理本部は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべき

リスクを選定したうえで、具体的な対応方針及び対策を決定し適切にリスク管理を実施す

る。

・管理本部は、営業本部が行うリスク管理を支援し、全社のリスク管理状況を横断的に確認す

る。

・営業本部及び管理本部は、自部門の業務の適正又は効率的な遂行を阻害するリスクを洗い出

し、適切にリスク管理を実施する。

・内部監査室は、営業本部及び管理本部が実施するリスク管理が体系的かつ効果的に行われる

よう必要な支援、調整及び指示を行う。

・経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、経

営会議において十分な審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会において審議す

る。

・営業本部及び管理本部は、当社の事業に関する重大なリスクを認識したとき又は重大なリス

クの顕在化の兆しを認知したときは、速やかに関係する管理本部担当者及び内部監査室にそ

の状況を報告すると共に、特に重要なものについては、取締役及び監査役に報告する。

・大規模な事故、災害、不祥事等の緊急時の対応については、事業継続性を含めた有事の管理

体制を整備する。

ｄ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、原則として月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、経営の執

行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監

督する。

・取締役会は、当社の中期経営計画並びに年度予算を決定し、その執行状況を監督する。

・取締役の職務執行状況については、適宜、取締役会に対して報告する。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務分掌規程」「職務権限規程」におい

て、それぞれの責任者及び責任の範囲、執行手続きの詳細について定める。
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ｅ. 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

・子会社の一部の取締役は当社の取締役等の兼務又は当社取締役会で指名したものとし、当社

経営会議に出席することで、グループ内での方針・情報の共有化と伝達を効率的に実施す

る。

・グループ全体のコーポレートガバナンスを実践するために、本社各部門はグループ全体の内

部統制システム構築の指導・支援を実施すると共に、適法・適正で効率的な事業運営を管

理・監査する。

・内部監査室は当社及び子会社の内部監査を実施し、業務の改善策の指導、実施の支援・助言

を行う。

ｆ. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役は管理本部長と

協議し、必要な期間、必要な人員を配置する。

ｇ. 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

・管理本部長は、監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、及び懲戒処分に当

たっては、監査役と事前に協議を行う。

ｈ. 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人については、監査役の必要とする期間におけるその他の業

務等の軽減又は管理本部への人事異動を行い、その実効性の確保を行う。

ⅰ. 取締役及び使用人が当該監査役設置会社の監査役に報告をするための体制

・取締役は、監査役会に対して、法令等違反行為に関する報告・連絡・相談の状況を速やかに

報告する体制を整備する。

・取締役及び使用人は、監査役から要求があり次第、自らの業務執行状況を報告する。

・代表取締役は、監査役との意思疎通をはかるため、定期的な会合を持つものとする。

・重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供する。

ｊ. 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

・報告者が、監査役への報告により不利な処遇、評価を受けることを禁じる。ただし、虚偽報

告に関しては、監査役と協議のうえ、法令及び定款並びに社内規程に従い処遇を決めるもの

とする。
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・監査役は、報告者が監査役への報告により不利な処遇、評価を受けていると認識した場合

は、顧問弁護士と連携し、会社側へ対し当該処遇の改めを求めるものとする。

ｋ. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役の職務の執行について生ずる費用のうち、「旅費規程」に該当するものは、同規程に

準じて前払又は償還を行う。

・上記を除く当該費用に関しては、管理本部長と協議のうえ、前払又は償還を行う。

・監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に関しては、当社を健全に維持する

ための必要経費であり、当社が負担するものとする。

ｌ. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、取締役会に出席するほか、必要と認める重要な会議に出席する。

・監査役に対しては、必要に応じた書類の閲覧を提供する。

・監査役は、随時経理システム等の社内情報システムの情報を閲覧することができる。

・監査役は、月１回定時に監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状

況等について情報交換及び協議を行うと共に、会計監査人から定期的に会計監査に関する報

告を受け、意見交換を行う。

ｍ. 財務報告の適正性を確保するための体制

・内部監査室は、当社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のあ

る国内外の法令に基づき、評価、維持、改善等を行う。

・当社の各部門は、自らの業務の遂行に当たり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等

を実施し、財務報告の適正性の確保に努める。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当の決定に関する方針

（2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

　当社では、以下の具体的な取り組みを行っております。

①　主な会議の開催状況として、取締役会は17回開催され、取締役の職務執行の適法性を確

保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない

社外取締役が全17回出席しました。その他、監査役会も17回開催致しました。

　各会議体において、業務執行、コンプライアンスの状況及び評価に関する意見交換がな

されており、意思決定及び監督の実効性は確保されております。

②　監査役は、監査役会において定めた監査方針・計画に基づき監査を行うと共に、当社代

表取締役及び他の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交

換等の連携をはかっております。

③　内部監査室は、内部監査室重点方針に基づき、当社の各部門の業務執行及び業務監査、

内部統制監査の実施、金融商品取引法等に基づく財務報告に係る内部統制システムの整備

及び運用状況の監査を実施しております。

６. 会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
(1) 利益配分に関する基本方針

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留

保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

当社は、定款に中間配当を行うことができる旨を定めておりますが、剰余金の配当は当面

「期末のみの年１回」を基本的な方針としており、会社法第459条の規定に基づき取締役会の決

議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定めております。

また、自己株式の取得につきましては、企業環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行

するために、財務状況、株価の動向を勘案しながら適切に実施して参ります。

(2) 当事業年度の配当

当事業年度の配当につきましては、当期純利益が減益であったものの、利益配当に関する基

本方針に従い、前事業年度同様に年間配当として１株当たり10円（中間配当は行っておりませ

んので、全額期末配当となります。）とさせていただきます。

なお、当事業年度における自己株式の取得はありません。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 預 金

敷 金 及 び 保 証 金

リ ー ス 投 資 資 産

そ の 他
　

7,984,394

1,354,317

707,068

5,394,179

1,346

142,860

357,452

27,168

7,479,806

4,873,878

2,125,299

154,269

56,110

265,250

2,117,777

3,597

151,574

11,441

2,594,486

169,295

261,394

42,455

926,117

33,200

1,122,235

39,607

180
　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 5,787,543

買 掛 金 1,142,755
短 期 借 入 金 3,050,000
１年内返済予定の長期借入金 344,992
リ ー ス 債 務 10,856
未 払 金 207,557
未 払 費 用 211,642
未 払 法 人 税 等 147,656
未 払 消 費 税 等 29,688
前 受 金 84,844
預 り 金 30,421
賞 与 引 当 金 88,666
契 約 負 債 414,751
そ の 他 23,710

固 定 負 債 2,758,894
長 期 借 入 金 826,676
リ ー ス 債 務 52,204
退 職 給 付 引 当 金 1,496,356
役員退職慰労引当金 157,335
資 産 除 去 債 務 172,566
長期預り敷金保証金 53,370
そ の 他 385

負 債 合 計 8,546,438
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 6,777,358
資 本 金 1,910,645
資 本 剰 余 金 500,645
資 本 準 備 金 500,645

利 益 剰 余 金 4,474,448
利 益 準 備 金 42,692
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,431,755
圧 縮 記 帳 積 立 金 68,811
別 途 積 立 金 1,230,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,132,944

自 己 株 式 △108,380
評 価 ・ 換 算 差 額 等 140,403

その他有価証券評価差額金 140,403
純 資 産 合 計 6,917,762

資 産 合 計 15,464,200 負 債 純 資 産 合 計 15,464,200

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

科 目 金 額

売 上 高 20,891,452

売 上 原 価 11,654,841

売 上 総 利 益 9,236,611

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,808,278

営 業 利 益 428,333

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,599

受 取 配 当 金 17,239

受 取 手 数 料 23,217

受 取 報 奨 金 9,959

産 業 廃 棄 物 収 入 17,289

そ の 他 42,562 113,868

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23,393

そ の 他 4,490 27,883

経 常 利 益 514,317

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 43,937 43,937

特 別 損 失

減 損 損 失 81,139

災 害 に よ る 損 失 24,891

固 定 資 産 除 却 損 21

解 体 撤 去 費 用 4,352 110,405

税 引 前 当 期 純 利 益 447,850

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 120,538

法 人 税 等 調 整 額 61,747 182,286

当 期 純 利 益 265,564

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

合 計
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

圧 縮 記 帳
積 立 金

別 途
積 立 金

当 期 首 残 高 1,910,645 500,645 500,645 42,692 72,082 1,230,000

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,910,645 500,645 500,645 42,692 72,082 1,230,000

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 △3,271

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △3,271 －

当 期 末 残 高 1,910,645 500,645 500,645 42,692 68,811 1,230,000

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計

利 益 剰 余 金

自 己

株 式

株 主

資 本

合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算 差 額
等 合 計

その他利
益剰余金

利 益

剰 余 金

合 計
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,039,686 4,384,461 △108,380 6,687,371 207,116 207,116 6,894,488

会計方針の変更による累積的影響額 △105,021 △105,021 △105,021 △105,021

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,934,664 4,279,439 △108,380 6,582,349 207,116 207,116 6,789,466

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,555 △70,555 △70,555 △70,555

当 期 純 利 益 265,564 265,564 265,564 265,564

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 3,271 － － －

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △66,713 △66,713 △66,713

当 期 変 動 額 合 計 198,280 195,009 － 195,009 △66,713 △66,713 128,295

当 期 末 残 高 3,132,944 4,474,448 △108,380 6,777,358 140,403 140,403 6,917,762

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品

　主として売価還元法による低価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物　　　　　　　　10～28年

構築物　　　　　　　10～20年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　４～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

　契約期間等に応じた均等償却を採用しております。
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個別注記表

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

② 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており

ます。

③ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

④ 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。

①　カー用品関連

　カー用品関連においては、主にカー用品の販売及びカー用品の取付、車検、整備等のサービスの提

供を実施しております。このような商品の販売及びサービスの提供については、顧客に商品を引き渡

した時点または顧客に役務提供を完了した時点で収益を認識しております。

②　書籍関連

　書籍関連においては、主にコミック、雑誌、ビジネス書等の販売を実施しております。このような

商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。

③　その他

　その他においては、主に雑貨、ＣＤ、ＤＶＤ、ゲーム関連の販売及びコーヒー等お食事のサービス

の提供を実施しております。このような商品の販売及びサービスの提供については、顧客に商品を引

き渡した時点または顧客に役務提供を完了した時点で収益を認識しております。

　また、ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用については、リース料受取時に売上高と売上原

価を計上する方法を採用しております。

－ 29 －



2022/05/26 11:31:11 / 21826881_株式会社ホットマン_招集通知

個別注記表

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと致しました。これ

により、販売時にポイントを付与するポイントカードによる物品の販売については、従来は販売時に収

益を認識すると共に、付与したポイントのうち将来使用されると見込まれる額を「ポイント引当金」と

して計上し、ポイント引当金繰入額を「販売費及び一般管理費」として計上しておりましたが、付与し

たポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎と

して取引価格の配分を行う方法に変更しております。

　また、他社ポイントについては、従来は「販売費及び一般管理費」に計上しておりましたが、「売上

高」に計上しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事

業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高が19,905千円増加、販売費及び一般管理費は22,368千円増加し、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ2,463千円減少しております。また、利益剰余金の当

期首残高は105,021千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと致しました。これによる計算書

類への影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

等の注記を行うことと致しました。
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３. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 計算書類に計上した金額

　当社はイエローハット、TSUTAYA、アップガレージなどのフランチャイジー事業を営むために日本国内

に121店舗有しており、当事業年度の貸借対照表に計上されている有形固定資産（4,873,878千円）および

無形固定資産（11,441千円）のうち、イエローハット事業、TSUTAYA事業及びアップガレージ事業の店舗

の土地建物や器具備品等の事業資産をそれぞれ3,376,115千円、621,679千円及び256,714千円計上してお

ります。

(2) その他の情報

①　算出方法

　当社の事業資産における減損判定のグルーピングは店舗を基本単位とし、店舗の主要な資産の残存耐

用年数に基づき将来キャッシュ･フローの見積期間を算定しております。

　イエローハット事業、TSUTAYA事業及びアップガレージ事業の事業資産の金額には、営業活動から生

じる損益が継続してマイナスであるために、減損の兆候が識別された店舗が含まれております。

　兆候が識別された店舗のうち11店舗は、当該店舗から得られる割引前将来キャッシュ･フローの見積

額の総額が帳簿価額を下回るため、正味売却価額又は使用価値を回収可能価額として減損損失 81,139

千円を認識しておりますが、その他の店舗につきましては当該割引前将来キャッシュ･フローが帳簿価

額を上回るため、減損損失を認識しないと判断しております。

②　主要な仮定

　この割引前将来キャッシュ･フローの見積りにおいては、取締役会の承認を得た年度予算を前提とし

て、各セグメントおよび各店舗の固有の事情を加味して見積っております。

　イエローハット事業においては、出店地域の自動車保有台数などの市場データ、当該店舗や類似店舗

の過去実績、競合の動向及び車検等サービス販売強化の実行可能性を考慮して見積っており、来店客数

の成長率及びサービス販売の成長率を主要な仮定として算定しております。

　TSUTAYA事業においては、過去実績をもとに出店地域における消費者の購買行動の変化や出店年数等

を考慮して見積っており、来店客数の成長率を主要な仮定として算定しております。

　アップガレージ事業においては、出店地域の自動車販売台数などの市場データ、過去実績をもとに出

店地域における消費者の購買行動の変化を考慮して見積っており、中古カー用品の買取客数の成長率を

主要な仮定として算定しております。

　なお、新型コロナウイルス感染症については、感染対策を継続しながら経済活動を継続する動きの定

着が浸透しつつあることから、2023年3月期以降、来店客数及び消費者の購買意欲は緩やかに平時に戻

っていくものと仮定し、当該仮定を加味して割引前将来キャッシュ･フローの見積りを算定しておりま

す。
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定期預金 20,000千円

建物 276,101

土地 527,689

リース投資資産 36,681

計 860,471

買掛金 138,657千円

短期借入金 200,000

長期借入金（１年内返済予定分を含む） 635,000

計 973,657

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,083,970千円

① 短期金銭債権 471,546千円

② 長期金銭債権 229,156

③ 短期金銭債務 919,517

関係会社との取引高

営業取引による取引高

仕入高 8,950,147千円

販売費及び一般管理費 1,363,576

普通株式 7,275,500株

普通株式 220,000株

③　翌年度の計算書類に与える影響

　これらの見積りにおいて用いた仮定において、出店地域の消費者行動の変化及び競合他社の動向等の

経営環境の悪化により、割引前将来キャッシュ･フローの見直しが必要となった場合には、翌事業年度

において減損損失を認識する可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務

５. 損益計算書に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1年５月2 5日
取 締 役 会

普 通 株 式 70,555 10 2021年３月31日 2021年６月８日

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2年５月2 3日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 70,555 10 2022年３月31日 2022年６月７日

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　資金運用については短期的な預金等を中心に行っております。また、設備投資計画に照らして必要な

資金、短期的な運転資金を金融機関からの借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は株式であり、上場株式については市場価格の変動リスクに、非上場株式については発

行会社の信用リスクに晒されております。

　敷金及び保証金は、主に営業用店舗を賃借するために支払われたものであり、契約先の信用リスクに

晒されております。

　買掛金については、ほとんどが１ヵ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は、運転資金（主に短期借入金）及び設備投資資金（主に長期借入金）であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

ａ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　投資有価証券の非上場株式については定期的に発行会社の財務状況等の把握を行っております。

　敷金及び保証金については、その契約に当たって事前に信用調査を行い、リスクの軽減をはかって

おります。

ｂ. 市場リスク（株価や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券の上場株式については、定期的に時価の把握を行っております。

ｃ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　管理本部において、適時に資金繰り計画を作成・更新すると共に、手元流動性の維持などにより流

動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定については、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 投資有価証券及び関係会社株式

その他有価証券 338,330 338,330 －

(2) 敷金及び保証金 1,122,235 1,113,224 △9,010

資産計 1,460,566 1,451,555 △9,010

(1) 長期借入金 1,171,668 1,173,561 1,893

負債計 1,171,668 1,173,561 1,893

区分
貸借対照表計上額

（千円）

非上場株式 33,199

子会社株式 59,160

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（注）１. 「現金及び預金」については、現金であること及び預金が短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額に近似することから、記載を省略しております。

２. 「買掛金」及び「短期借入金」については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似する

ことから、記載を省略しております。

３. 市場価格のない株式等は「(1)　投資有価証券及び関係会社株式」には含まれておりません。当

該金融商品の貸借対照表計上額は以下の通りであります。

４. 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算出した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券及び関係会社株式

その他有価証券

株式 338,330 － － 338,330

資産計 338,330 － － 338,330

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 1,113,224 － 1,113,224

資産計 － 1,113,224 － 1,113,224

長期借入金 － 1,173,561 － 1,173,561

負債計 － 1,173,561 － 1,173,561

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券及び関係会社株式

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金

　これらの時価は、一定の期間ごとに、当該債権の残存期間及び国債利回り等の適切な指標をもと

に、割引現在価値法により算出しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもと

に、割引現在価値法により算出しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 35 －



2022/05/26 11:31:11 / 21826881_株式会社ホットマン_招集通知

個別注記表

繰延税金資産

商品 241,194千円

退職給付引当金 455,790

契約負債 83,042

有形固定資産 193,818

未払事業税 17,931

役員退職慰労引当金 47,924

資産除去債務 52,563

賞与引当金 27,007

その他 41,231

繰延税金資産小計 1,160,505

評価性引当額 △131,078

繰延税金資産合計 1,029,426

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △61,499

資産除去債務に対応する除去費用 △10,309

圧縮記帳積立金 △30,140

建設協力金 △1,358

繰延税金負債合計 △103,309

繰延税金資産の純額 926,117

固定資産―繰延税金資産 926,117千円

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注) 当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

－ 36 －



2022/05/26 11:31:11 / 21826881_株式会社ホットマン_招集通知

個別注記表

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他

の関係

会社

㈱イエローハ

ット

（被所有）

直接　15.6％

（所有）

直接　 0.3％

フランチャイザ

ー仕入先
商品の仕入 8,838,548

買掛金 847,283

未収入金 115,166

クレジット債権

の回収等

債権回収高 8,185,641
売掛金 356,380

カード取扱手数料 195,044

土地建物の賃借 賃借料の支払 452,546

前払費用 41,533

長期前払費用 37,719

敷金及び保証金 229,156

報告セグメント
その他

（注）
合計イエロー

ハット
TSUTAYA

アップ

ガレージ
計

売上高

カー用品 16,405,451 － 976,877 17,382,328 － 17,382,328

書籍 － 1,096,071 － 1,096,071 － 1,096,071

その他 － 1,114,141 － 1,114,141 1,214,789 2,328,931

顧客との契約

から生じる収益

16,405,451 2,210,212 976,877 19,592,541 1,214,789 20,807,331

その他収益 － － － － 84,121 84,121

外部顧客への

売上高

16,405,451 2,210,212 976,877 19,592,541 1,298,911 20,891,452

９. 関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場価格等を参考にして、価格交渉の上で決定しております。

２. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

10. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

単位：千円

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ダイソー事業、コメダ事業

及び保険収入等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(5）収益及び費用の計上基準」に記載の通りであり

ます。
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当事業年度
（千円）

契約負債（期首残高） 410,625

契約負債（期末残高） 414,751

(1) １株当たり純資産額 980円48銭

(2) １株当たり当期純利益 37円64銭

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約負債の残高等

11. １株当たり情報に関する注記

12. その他の注記

記載金額の表示

　記載金額のうち、千円単位のものは千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 後 藤 英 俊

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 士 直 和

独立監査人の監査報告書
2022年5月16日

株 式 会 社 ホ ッ ト マ ン

取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人トーマツ

　　　仙　台　事　務　所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ホットマンの2021年4月1日から2022年3月
31日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第48期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告致します。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めると共に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査致しました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明致しました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
すると共に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）について検討致しました。

監査役会の監査報告

－ 41 －



2022/05/26 11:31:11 / 21826881_株式会社ホットマン_招集通知

監査役会の監査報告

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月23日

株 式 会 社 ホ ッ ト マ ン 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 早 坂 英 男 ㊞

社 外 監 査 役 鈴 木 秀 総 ㊞

社 外 監 査 役 永 山 雅 敏 ㊞
　

以　上
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第１３条　当会社は、株主総会の招集に関し、

株主総会参考書類、事業報告、計算書類およ

び連結計算書類に記載又は表示をすべき事項

に係る情報を、法務省令に定めるところに従

いインターネットを利用する方法で開示する

ことにより、株主に対して提供したものとみ

なすことができる。

（削　除）

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件

　１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正

規定が２０２２年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されるこ

ととなりますので、次の通り定款を変更するものであります。

（１）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが

義務付けられることから、変更案第１３条（電子提供措置等）第１条を新設するものであり

ます。

（２）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を

請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定すること

ができるようにするため、変更案第１３条（電子提供措置等）第２項を新設するものであり

ます。

（３）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第１３条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものでありま

す。

（４）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則

は期日経過後に削除するものと致します。

　２．変更の内容

　変更の内容は、次の通りであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（新　設） （電子提供措置等）

第１３条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報につい

て電子提供措置をとる。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち

法務省令で定めるものの全部又は一部につい

て、議決権の基準日までに書面交付請求をし

た株主に対して交付する書面に記載すること

を要しないものとする。

附　則　　　　　（省　略）

（新　設）

附　則　　　　（現行通り）

附　則２

（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

第１条　定款第１３条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の削除及

び定款第１３条（電子提供措置等）の新設

は、２０２２年９月１日から効力を生ずるも

のとする。

２．前項の規定にかかわらず、２０２２年９月

１日から６ケ月以内の日を株主総会の日とす

る株主総会については、定款第１３条（株主

総会参考書類等のインターネット開示とみな

し提供）は、なお効力を有する。

３．本条の規定は、２０２２年９月１日から６

ケ月を経過した日又は前項の株主総会の日か

ら３ケ月を経過した日のいずれか遅い日後に

これを削除する。
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

い

伊

 

　

 

　
とう

藤

 

　

 

　
のぶ

信

 

　

 

　
ゆき

幸
(1950年１月１日)

1975年１月 当社設立

代表取締役（現任）

2015年12月 株式会社多賀城蔦屋書店

代表取締役社長

2016年10月 株式会社多賀城蔦屋書店

代表取締役社長退任、現在に至る

1,128,030株

２

やなぎ

柳

 

　

 

　
だ

田

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　
さとし

聡
(1959年３月20日)

1996年９月 当社入社

2000年２月 営業本部営業部長

2005年４月 取締役営業本部営業部長

2006年４月 常務取締役営業本部長

2006年６月 常務取締役第１営業本部長

2007年10月 常務取締役管理本部長

2012年１月 専務取締役管理本部長

2015年６月 専務取締役営業本部長

2016年６月 専務取締役兼管理本部長

2017年１月 専務取締役

2018年１月 専務取締役兼営業本部長

2021年４月 専務取締役兼管理本部長

2021年４月 専務取締役兼営業本部長、現在に至る

17,731株

３

やま

山

 

　

 

　
ざき

﨑

 

　

 

　
かつ

克

 

　

 

　
ひろ

宏
（1962年１月19日）

1996年９月 当社入社

2007年４月 第１営業本部営業部長

2010年７月 営業本部営業部長

2016年６月 取締役営業本部長

2018年１月 取締役商品本部長

2022年１月 取締役営業副本部長、現在に至る

16,400株

第２号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制強

化のため社外取締役１名を増員し、社外取締役２名を含む取締役６名の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者は、次の通りであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

４

い

伊

 

　

 

　
とう

藤

 

　

 

　
ただ

忠

 

　

 

　
ゆき

行
(1974年３月10日)

1998年10月 当社入社

2007年４月 管理本部課長

2009年12月 第２営業本部部長

2010年７月 営業本部営業部長

2013年２月 管理本部統括部長

2015年11月 営業本部営業部長

2017年１月 管理本部長

2018年６月 取締役管理本部長

2021年４月 取締役営業本部長

2021年４月 取締役管理本部長、現在に至る

12,260株

５

かな

金

 

　

 

　
はま

濱

 

　

 

　
あき

明

 

　

 

　
お

雄

(1964年１月28日)

1986年４月 仙台信用金庫（現、杜の都信用金庫）入庫

2000年９月 エフピーステージ株式会社入社

2002年８月 株式会社エフピーライン設立代表取締役（現

任）

2019年６月 当社取締役、現在に至る

100株

６
 ※

いで

出

 

　

 

　
た

田

 

　

 

　
すえ

末

 

　

 

　
き

喜
(1947年12月14日)

1966年４月 日本建設株式会社入社

2002年６月 同社　取締役

2005年６月 同社　常務取締役

2012年６月 同社　専務取締役

2020年５月 同社　退社、現在に至る

－株

(注）１．※印は、新任候補者であります。

２．各候補者並びに金濱明雄氏が所属する㈱エフピーラインと当社との間には特別の利害関係はありません。

３．社外取締役を除く各候補者の選任理由は次の通りであります。

(1) 伊藤信幸氏は、当社の取締役として長年に亘り当社の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献し

ております。その実績、能力、フランチャイズビジネスにおける長い経験と企業経営者としての豊

富な経験と共に人格、見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者と致しました。

(2) 柳田聡氏は、当社内で営業、管理の業務を担当するなど豊富な経験と幅広い見識を有し、当社の管

理本部長及び営業本部長の経歴があり、当社における企業価値の更なる向上を強力に推進するため

に適切な人材であると判断したため、同氏を引き続き取締役候補者と致しました。

(3) 山﨑克宏氏は、当社及の取締役として経営に携わり、また広告等の販売促進担当に加え全事業の商

品管理、備品管理部門における豊富な経験を有すると共に人格、見識とも優れていることから、取

締役候補者と致しました。

(4) 伊藤忠行氏は、当社で営業、管理、経営企画領域の業務を担当するなど豊富な経験と幅広い見識を

有し、2018年６月より当社の取締役を務めており、当社における経営戦略の策定・推進に適切な人
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取締役選任議案

氏名
当社における

現在の地位及び担当
経営者
経験

業界
知識

販売
促進

財務
会計

経営
企画

リスク
管理

総務
法律

建築関
連知識

伊藤信幸 代表取締役 ○ ○ ○ ○
柳田　聡 専務取締役兼営業本部長 ○ ○ ○ ○ ○
山﨑克宏 取締役営業副本部長 ○ ○
伊藤忠行 取締役管理本部長 ○ ○ ○ ○ ○
金濱明雄 社外取締役 ○ ○ ○
出田末喜 － ○ ○ ○
早坂英男 常勤監査役 ○ ○ ○
鈴木秀総 社外監査役 ○ ○ ○ ○
永山雅敏 社外監査役 ○ ○

材であると判断したため、同氏を引き続き取締役候補者と致しました。

４. 金濱明雄氏は、社外取締役候補者であります。
(1) 同氏を、社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、金融機関並びに経営コンサル

ティング業における長期の職務経験と、様々な役職を歴任し豊富な経験を有していることから、社
外取締役として中立な立場から有益な監督を適切に遂行していただけるものと判断したためであり
ます。

(2) 同氏は、当社との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合に
は、法令の定める最低責任限度額を限度として、賠償責任を限定する契約を締結しております。同
氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

(3) 当社は、同氏を、東京証券取引所に対して独立役員として届け出ております。同氏の再任が承認さ
れた場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

(4) 同氏の、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
５. 出田末喜氏は、社外取締役候補者であります。
(1) 同氏を、社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、建設業における長期の職務経

験と、様々な役職を歴任し豊富な経験を有していることから、社外取締役として中立な立場から有
益な監督を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。

(2) 同氏の選任が承認された場合、当社との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定め
る要件に該当する場合には、法令の定める最低責任限度額を限度として、賠償責任を限定する契約
を締結する予定であります。

(3) 同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された
場合には、独立役員として指名する予定であります。

６. 当社は、伊藤信幸氏、柳田聡氏、山﨑克宏氏、伊藤忠行氏及び金濱明雄氏との間で、会社法第430条の
２第１項に基き、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法律の定める範囲内において当社が補償
する（ただし、罰金、課徴金及び役員が会社に対して支払う損害賠償を除く）補償契約を締結してお
り、各候補者の再任が承認された場合は、各氏との当該契約を継続する予定であります。また、出田
末喜氏の選任が承認された場合は、同契約を締結する予定であります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基く役員等賠償責任保険契約を締結して
おります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。ま
た、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上

（参考）候補者及び当社役員が有する専門性
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地図

会　場　ご　案　内　図

仙台ガーデンパレス　２階　鳳凰

宮城県仙台市宮城野区榴岡４丁目１－５

交通　JR仙台駅東口より徒歩３分

地下鉄東西線宮城野通駅北１出口より徒歩１分

仙台ガーデンパレス

至国道４号線
新寺小路至東京

ＪＲ仙台病院
ファミリーマート

南町通

青葉通

ＬｏＦｔ

広瀬通

パルシティ仙台

ヨドバシ
カメラ

ＡＥＲ

宮城野通り 至楽天生命パーク宮城

至盛岡
ＪＲ仙台駅

宮城野通駅

ＢｉＶｉ仙台

東北福祉大学

イベントホール 松栄

ユアテック 仙台ＭＴビル

仙台駅地下道出入口


